
会計・監査

金融庁：「企業内容等の開示に関する内
閣府令」等の改正（案）に対するパブリ
ックコメントの結果等について

『会計情報』編集部

金融庁は、「企業内容等の開示に関する内閣府令」
等の改正（案）に関する意見募集を行い、2023年
9月15日に結果を公表した。
令和4年6月に公表された金融審議会「市場制度
ワーキング・グループ」中間整理において、新規公
開（IPO）の公開価格設定プロセス等について、令
和4年2月に日本証券業協会より「公開価格の設定
プロセスのあり方等に関するワーキング・グルー
プ」報告書で改善策が取りまとめられており、この
公開価格設定プロセス等の見直しを、必要な制度的
対応を行いつつ、着実に進展させる必要があるとさ
れた。
上記の報告書においては、上場日程の短縮化や日
程設定の柔軟化が課題とされたところ、かかる課題
に対する改善策として、あらかじめ上場承認前に有
価証券届出書（以下「承認前届出書」）を提出する
ことが考えられ、その際の承認前届出書の記載事項
等の実務運用について検討することとされた。これ
を踏まえ、承認前届出書の記載事項について、以下
の改正を行うこととされた。

【1】 日程関連の記載（企業内容等の開示に関す
る留意事項について（以下「開示ガイドラ
イン」）5－8－2－3）
承認前届出書において、上場日に紐づく以
下の日程について、一定の幅を持った期間で
の記載を可能とする改正が行われた。

1．申込期間、払込期日、株式受渡期日
2．発行価格、売出価格の決定予定時期
3． 引受人の氏名・名称、住所、引受株式数、
引受け条件の決定予定時期

【2】 株式数関連の記載（企業内容等の開示に関
する内閣府令（以下「開示府令」）第9条第9

号）
承認前届出書において、発行数や売出数に
ついて「未定」と記載することを可能とする
改正が行われた。

【3】 価格関連の記載（開示府令第9条第9号並び
に開示ガイドライン5－8－2－2及び5－8－
3）
承認前届出書において、価格関連の以下の
項目について記載しないことを可能にする改
正が行われた。

1． 払込金額及び手取金の総額（使途の区分
ごとの金額）における想定発行価格

2． 発行価額及び資本組入額の総額の算定根
拠

3．売出価額の総額

上記のほか、承認前届出書の位置づけに関連した
事項として、承認前届出書に、上場承認前の募集又
は売出しの相手方に関する記載を求める等の改正が
行われている。

本改正に係る内閣府令は、2023年9月15日付で
公布され、2023年10月1日付で施行される。また、
本改正に伴い開示ガイドラインは、2023年10月１
日付で改正され、同日より適用される。

詳細については以下のウェブページを参照いただき
たい。
「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の一部
改正（案）に対するパブリックコメントの結果等の
公表について：金融庁 (fsa.go.jp)

以上
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https://www.fsa.go.jp/news/r5/sonota/20230915-2/20230915-2.html

